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研究成果の概要（和文）：本研究では，中東地域の日本語学習者が，なぜ日本語を学ぶことを選択したのか，日
本語にまつわるどのような経験をし，どのような言語意識を持つようになったのか，そして，その言語意識がア
イデンティティ構築にどのように関わっているのかを明らかにした。分析対象データは，中東地域の日本語学習
者と日本語教師に対して2014年から2017年に複数回行った聞き取り調査と彼女／彼らの手記である。データはラ
イフストーリーインタビューの枠組みに基づいて分析をした。
　これらの分析結果を踏まえ，相互理解を目指した実践モデルの試案を構築し，日本語教育の果たす役割を問い
直した。

研究成果の概要（英文）：　This study is going to demonstrate, 1) why the Japanese language learners 
in the Middle East had decided to learn Japanese, 2) what kind of linguistic perceptions they had 
developed, after having what kind of experiences related to Japanese language they had on course of 
learning Japanese both inside and outside classroom, and 3) how the linguistic perception had 
affected to their identity development. The study will analyse the interview data collected from 
interviews to Japanese language learners and teachers in the Middle East conducted from 2014 to 2017
 and their memorandums. The applicant analysed the data using the life story interview method 
framework.　
　This study will first analyse the relation between Japanese language and identity for the Japanese
 language learners, and then, attempt to re-identify the role and ideology of Japanese language 
education.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は，政変状況下の中東地域で強く平和を希求する日本語教師，日本語学習者の声を拾い上げ，それぞれ
のライフストーリーに注目することにより，日本語教育が貢献できる内容を明らかにし，実践モデルの試案を構
築した。本研究は，政治的・社会的文脈，制度上の困難や葛藤，教師の教育観，学習者の学習観，学びのプロセ
スを有機的に関連付けることによって，日本語教育実践モデルを提案するところに特色がある。各教師や学習者
が持つ語りが形成された背景となる個人的な経験や地域状況を深く考察することで，ローカルな知を社会的文脈
と接合して問い直すことができ，新たな実践モデルの試案をボトムアップ的に構築することができた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
国際交流基金(2012)の調査によると，海外の日本語教育の現状は，1979 年から 2012 年
までに，機関数が 1,145 機関から 16,046 機関となり 14.0 倍に，教師数は 4,097 人から
63,805 人となり 15.6 倍に，学習者数は 127,167 人から 3,985,669 人となり 31.3 倍に
それぞれ増加していた。全世界における機関，教師，学習者の総数を地域別に比較すると，
いずれにおいても東アジア，東南アジアが占める比率が圧倒的に高い。一方で，東アジア，
東南アジア以外の地域では，機関，教師，学習者それぞれの割合は全て 1 割程度かそれ以
下である。中でも，中東・アフリカ地域の全体に占める割合は極めて低く，当該地域にお
ける日本語教育に関する調査や研究は，ほとんどなされてこなかった。また，アラブ諸国
の各地で起こった政変の影響により治安が悪化したこともあり，この地域の日本語教育の
動向は等閑視されてきた。この中には，決して数は多くはないが，現在も紛争状況にあ
る国々も含まれている。国際交流基金（2012）では，アフガニスタンやシリアなどで，
日本語教育が行われていることが報告されているが，治安悪化による在留邦人の退避
により，各国とも日本語学習を継続することが困難な状況にあり，その実態はほとん
ど明らかにされていない。また，日本語教育の分野において，紛争という困難な社会的
状況におかれ，難民として世界に離散する学習者の現状やその問題点については，ほとん
ど議論されてこなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究は，中東地域の日本語学習者が，なぜ日本語を学ぶことを選択したのか，日本語
にまつわるどのような経験をし，どのような言語意識を持つようになったのか，そして，
その言語意識がアイデンティティ構築にどのように関わっているのかを明らかにした上で，
日本語教育実践モデルを構築することを目的とした。具体的には，1)シリアとシリアの政
変の影響を受けたヨルダンの日本語教育事情を調査した。2)日本語教師，日本語学習者た
ちへのインタビュー調査により，社会的・政治的状況の変化の中で，彼／ 彼女らはどのよ
うに日本語と関わり，日本語の学びをいかに意味付けてきたかを明らかにした。3)授業観
察から，実践内容や教育観が地域社会や組織や制度，学習者の学びとどのような関係を持
っているのかを考察した。4)上記を総合的に考察し，平和構築につながる相互理解を目指
した日本語教育実践モデルの試案を構築した。  

 
３．研究の方法 
以下のように中東地域の日本語教育の実態を調査し，実践モデルの構築を目指した。 

1)中東地域の教育制度・教育事情・教育省等の政策文書の調査 
2)インタビュー調査：日本語教師と学習者にインタビュー調査を実施し，教室内外での教
育，学習環境や，教育観，学習観，言語観を詳細に問い，教師や学習者の意識を個別に
深く分析した。 

3)日本語教育実践を参与観察することにより実践の実態を把握し，1)2)と関連付けた上で
総合的に考察し，日本語教育実践モデルに必要な視点を提示した。 
 
４．研究成果 
インタビュー調査をとおして、シリア紛争が泥沼化し，命の危機にさらされている中，
日本語を学び続ける「忘却された日本語学習者」の存在を明らかにした。また，シリアを
離れ，難民として外国で生活しながら，日本語を学び続ける学習者の存在も明らかにした。
これらシリア出身の日本語学習者へのインタビューからは，彼／彼女らが，日本語を学ぶ
ことにより，紛争という困難な現実を一時的に忘れ，精神状態を正常に保てていること，
日本語を未来への希望，生きがい，自身のアイデンティティの一部としてとらえているこ
とが明らかになった。また，紛争勃発以降，多くのシリア出身者が外国に難民や移民とし
て渡っていること，その中には日本語学習者も含まれ，移住後も日本語学習を継続（また
は継続を希望）していること，母語であるアラビア語，英語やヨーロッパの諸言語とは異
なる意味で日本語に価値を置き，そのことにアイデンティティを見出していること、シリ
ア国内や移住先で、新たな市民性を生成していることが明らかになった。 
以上の分析結果を総合的に勘案した上で、平和構築につながる相互理解を目指した日本
語教育実践モデルの試案を構築した。 
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